
差　引

5 1 0 , 2 9 6

3 1 1 , 3 0 9

2 8 , 5 8 3

1 8 , 6 4 8

2 6 , 0 3 4

6 7 2

8 9 5 , 5 4 2

支　出

9 8 0 , 9 4 4

6 9 8 , 0 1 4

歳　出

1 1 , 2 2 8 , 0 0 4

4 , 2 8 1 , 8 2 3

8 3 2 , 9 9 1

1 6 1 , 5 5 7

1 , 9 5 6 , 2 8 6

2 7 4 , 4 7 0

1 8 , 7 3 5 , 1 3 1

収　入

1 , 0 9 5 , 7 1 7

5 0 , 5 0 1

歳　入

1 1 , 7 3 8 , 3 0 0

4 , 5 9 3 , 1 3 2

8 6 1 , 5 7 4

1 8 0 , 2 0 5

1 , 9 8 2 , 3 2 0

2 7 5 , 1 4 2

1 9 , 6 3 0 , 6 7 3

収益的

資本的

会 計 別 決 算 状 況
（単位：千円）

会    計    名

一般会計

国民健康保険特別会計

公共下水道事業特別会計

中部特定土地区画整理事業特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

合           計

資本的収入額が、資本的支出額に不足する額647,513千円は、建設改良積立金、減債積立金等で補てんした。
収益的収支…水道水を供給するなどの営業面の収支
資本的収支…配水管の布設などの改良事業面の収支

予　　算　　区　　分

水　道　事　業

安心安全な住みよいまちをめざして安心安全な住みよいまちをめざして

一般会計の決算は、歳入117億3,830万円、歳出112億2,800万4千円で、
差額5億1,029万6千円を平成27年度に繰り越しました。

112億2,800万4千円一般会計歳出総額

平成26年度決算報告

歳 入  117億3,830万円 歳 出  112億2,800万4千円

土木費
11億1,196万8千円

（9.9％） 

土木費
11億1,196万8千円

（9.9％） 

地方交付税
8億6,406万8千円 
（7.4％）

国・県支出金
21億3,092万7千円

（18.1％）

町債
11億8,646万7千円

（10.1％）
繰越金

5億9,457万6千円
（5.1％）

その他
10億9,307万4千円
（9.3％）

議会費
1億2,888万2千円
（1.2％）

衛生費
10億7,770万8千円

（9.6％） 
農林水産業費
1億111万3千円
（0.9％）

商工費
7,261万3千円
（0.6％）

消防費
7億3,834万8千円
（6.6％）

消防費
7億3,834万8千円
（6.6％）

教育費
10億4,414万8千円

（9.3％）

公債費
11億9,000万4千円

（10.6％）

総務費
14億2,927万8千円
（12.7％）

総務費
14億2,927万8千円
（12.7％）

民生費
43億3,394万2千円

（38.6％） 

民生費
43億3,394万2千円

（38.6％） 

町税
55億6,821万4千円 

（47.4％）

町税
55億6,821万4千円 

（47.4％）
繰入金

3億97万4千円 
（2.6％）

繰入金
3億97万4千円 

（2.6％）
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人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
な

ど
の
毎
年
継
続
し
て
固
定
的
に
支

出
さ
れ
る
経
費
が
、
町
税
、
地
方

交
付
税
な
ど
の
経
常
的
な
一
般
財

源
総
額
に
占
め
る
割
合
を
経
常
収

支
比
率
と
い
い
ま
す
。

　

経
常
収
支
比
率
は
、
財
政
構
造

の
弾
力
性
を
計
る
指
標
で
、
こ
の

数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政
の
弾
力
性

が
な
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。

　

町
の
比
率
は
、
前
年
度
と
比
較

し
、
2.6
ポ
イ
ン
ト
の
上
昇
と
な
り

ま
し
た
。

　

町
が
借
り
入
れ
た
お
金
（
地
方

債
）
の
元
金
お
よ
び
利
子
の
償
還

に
必
要
な
経
費
を
公
債
費
と
い
い

ま
す
。

　

実
質
公
債
費
比
率
と
は
一
般
会

●
総
合
振
興
計
画
策
定
事
業	

6
，
7
7
2
千
円

●
駅
舎
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
事
業

1
1
6
，
1
9
5
千
円

●
総
合
セ
ン
タ
ー
耐
震
事
業

2
0
1
，
0
5
3
千
円

　

総
合
セ
ン
タ
ー
耐
震
補
強
工
事

（
1
、
2
階
部
分
）
を
実
施
し
、

利
用
者
の
安
全
確
保
が
図
ら
れ
ま

し
た
。

●
旅
券
事
務
事
業1

，
9
3
7
千
円

●
町
税
徴
収
事
業5

，
7
4
4
千
円

●
福
祉
三
医
療
費
支
給
事
業

2
4
7
，
1
3
4
千
円

●
放
課
後
児
童
対
策
施
設
整
備
事

業

1
1
0
，
3
1
0
千
円

　

小
針
北
小
学
校
内
に
新
た
に
児

童
ク
ラ
ブ
棟
を
建
設
し
、
高
学
年

児
童
の
受
入
開
始
と
大
規
模
ク
ラ

ブ
の
解
消
を
図
り
ま
し
た
。

●
各
種
予
防
接
種
実
施
事
業

1
3
3
，
3
5
5
千
円 

●
各
種
が
ん
検
診
等
実
施
事
業

4‌

7
，
6
2
8
千
円 

●
用
排
水
路
維
持
管
理
・
整
備
事

業

3‌

5
，
0
0
0
千
円 

●
商
工
業
活
性
化
事
業

1‌

2
，
1
5
7
千
円

●
観
光
振
興
事
業

1‌

5
，
4
9
7
千
円 

●
い
な
穂
街
道
整
備
事
業

1
9
8
，
7
4
8
千
円 

●
緑
の
保
全
・
推
進
事
業

4‌

7
，
1
8
6
千
円

　

さ
い
た
ま
緑
の
ト
ラ
ス
ト
保
全

第
13
号
地
を
取
得
し
、
「
ふ
れ
あ

い
・
体
験
イ
ベ
ン
ト
」
を
開
催
し

ま
し
た
。

●
消
防
救
急
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
事

業

1
2
7
，
9
2
5
千
円

●
消
防
緊
急
車
両
（
消
防
ポ
ン
プ

自
動
車
）
購
入
事
業

8‌

4
，
7
8
7
千
円

●
小
・
中
学
校
整
備
事
業

7‌

3
，
6
6
4
千
円 

計
の
公
債
費
お
よ
び
公
営
企
業
会

計
の
公
債
費
に
充
て
ら
れ
た
と
み

な
さ
れ
る
金
額
と
町
の
経
常
的
な

一
般
財
源
総
額
の
割
合
の
こ
と
を

指
し
ま
す
。
こ
の
数
値
が
高
い
ほ

ど
、
返
済
の
負
担
が
大
き
い
こ
と

を
示
し
ま
す
。

　

町
の
比
率
は
、
前
年
度
と
比
較

し
、
0.3
ポ
イ
ン
ト
の
低
下
と
な
り

ま
し
た
。

　

町
で
は
、
国
が
発
行
す
る
赤
字

国
債
の
よ
う
な
赤
字
補
て
ん
の
た

め
の
借
入
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
地

方
財
政
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
地
方
債
と
し
て
借
入
を
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

26
年
度
の
地
方
債
の
発
行
額
は
、

町
道
整
備
事
業
債
、
総
合
セ
ン
タ

ー
耐
震
事
業
債
、
臨
時
財
政
対
策

債
等
の
発
行
を
行
い
、
前
年
度
に

比
べ
3
億
8
，
2
8
6
万
７
千
円
、

47
・
6
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
26
年
度
末
に
お
け
る
地
方
債

現
在
高
は
前
年
度
に
比
べ
、
1
億

4
，
5
5
1
万
円
、
1.2
％
の
増
と

な
り
ま
し
た
。

　
平
成
26
年
度
決
算
統
計
を
も

と
に
、
町
の
財
政
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

経
常
収
支
比
率

92
・
8
％

町
の
借
入
金

（
地
方
債
）
残
高

１
２
０
億
４
，
１
０
０
万
円

実
質
公
債
費
比
率

10
・
２
％

平
成
26
年
度
実
施
の
主
な
事
業

町
の
財
政
状
況
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